
気象警報発令時等の対応要領

１　対象とする災害
　　風水害とし、地震は対象としない。
２　対象とする気象警報等

（１）暴風警報、暴風雪警報、暴風特別警報、暴風雪特別警報

（２）豊田市災害対策本部が発令する「警戒レベル４避難指示」、「警戒レベル５緊急安全確保」
３　対応
（１）事業を実施している最中に、事業が実施される地域を対象に対象とする気象警報等が発令された場合は、直ちに事業の実施を中止する。
（２）実施日の午前６時の時点で事業が実施される地域を対象に対象とする気象警報等が発令されている場合は、実施を中止する。
（３）実施日の午前６時以降、実施前に事業が実施される地域を対象に対象とする気象警報等が発令された場合は、実施を中止する。

（４）前各号の規定にかかわらず、委託者は、豊田市災害対策本部が「警戒レベル３高齢者等避難」が発令された場合又は対象とする気象警報等が発令されていない場合に気象予報、条件等により参加者の安全確保等の点から、事業の実施を中止することができる。
（５）前各号の規定により、事業を中止した場合、実施中又は実施前に対象とする気象警報等が解除されたとしても、再開若しくは実施しない。
４　参加者又は参加予定者への対応

（１）受託者は事業の申込時に対象とする気象警報等が発令された場合の事業の対応を伝える。
（２）受託者は気象予報等により、気象警報等が発令され事業の中止が見込まれる場合は、事前に対応を伝える。

５　講師等への対応
（１）講師等の派遣を依頼する時は、当要領を周知する。
（２）気象予報等により、気象警報等が発令され事業の中止が見込まれる場合は、事前に対応を伝える。
（３）支払いについては協議するものとする。

６　その他
　　この要領に定めが無い事項は、委託者と受託者において協議の上、決定する。
７　施行期日
　　この要領は、令和６年４月１日から施行する。
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